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測量（3か月）

地歴調査（6か月）

建設計画等調査（9か月）

基本設計業者選定（3か月）

基本設計・実施設計（19か月）

建築確認申請（3か月）

施工業者選定（3か月）

建設工事（本体）（21か月）
竣
工

建設工事（外構）（4か月）

備品等発注・搬入（6か月）

道路・ライフライン工事（5か月）

庁舎移転

第二庁舎原状回復（3か月）

新福祉会館基本計画素案（6か月）

新福祉会館基本計画（9か月）

基本設計業者選定（3か月）

新福祉会館基本設計・実施設計（19か月）

建築確認申請（3か月）

施工業者選定（3か月）

建設工事（本体）（20か月）
竣
工

建設工事（外構）（4か月）

備品等発注・搬入（6か月）

道路・ライフライン工事（5か月）

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度

新庁舎及び新福祉会館建設事業想定スケジュール（案）

平成３４年度平成２８年度 平成２９年度
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新庁舎建設事業　財源計画（案）
前提条件：新庁舎の規模を建築面積３，０００㎡、地上４階、延床面積１２，０００㎡を前提とする。 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 合計

54,000 54,000

35,000 35,000

75,000 75,000

15,500 15,500 31,000

2,640,000 2,640,000 5,280,000

243,000 243,000

93,000 93,000

177,000 177,000

41,000 41,000

49,000 49,000

220,000 220,000

54,000 35,000 75,000 2,655,500 3,209,500 269,000 6,298,000

0

54,000 35,000 75,000 675,500 1,016,500 1,856,000

1,980,000 2,193,000 4,173,000

700,000 700,000

54,000 35,000 75,000 2,655,500 3,209,500 700,000 6,729,000

0 0 0 0 0 431,000 431,000

※　消費税率は、平成２９年度から平成３１年度までは８％、平成３２年度以降は１０％

庁舎建設基金積立予定表（実施計画･中期財政計画より抜粋） （単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

100,000 100,000 300,000 300,000 2,020,000

※庁舎建設基金繰入金との差額は起債抑制等に充当する予定

支
出

建設計画等調査

基本設計

実施設計

工事監理

建設工事

外構工事

防災無線移設

備品

道路・ライフライン

移転費用

第二庁舎原状回復

支出合計　A

財
源

一般財源 B

庁舎建設基金繰入金 C

地方債 D

諸収入（返還金）E

財源　F=B+C+D+E

余剰財源　G=F-A

平成28年度現在高

1,220,000
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新福祉会館建設事業　財源計画（案）
前提条件：（仮称）新福祉会館建設計画（案）の施設規模（延床面積３，５００㎡）を前提とする。 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 合計

10,000 10,000

25,056 53,243 78,299

13,975 13,975 27,950

770,000 770,000 1,540,000

- -

- -

10,000 25,056 53,243 783,975 783,975 1,656,249

10,000 25,056 53,243 105,975 105,975 300,249

616,000 616,000 1,232,000

53,000 53,000 106,000

9,000 9,000 18,000

10,000 25,056 53,243 783,975 783,975 1,656,249

※１　表中「-」は未算定を示すものであり、算定後に当たっては財源内訳を見直すものとする。

※２　消費税率は、平成２９年度から平成３１年度までは８％、平成３２年度以降は１０％

財
源

基本計画

基本設計・実施設計

工事監理

建設工事（外構等含む）

支出合計

移転費用

備品

支
出

一般財源(A)

地域福祉基金繰入金(B)

総合交付金（E）

振興基金(D)

地方債（C)

財源合計(F)=(A)+(B)+（C)+(D)+(E)


